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　誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすためには，日常生活において地域
住民等がそれぞれが抱えている，公的サービスに馴染まないような不安や課題
を地域の中で早期に発見し，支援する仕組みが重要です。

基本施策　２－１　制度の狭間の課題への対応�

　公的な福祉サービスについては，すでに対象者や分野ごとに整備が進んでい
ますが，地域社会では，公的サービスに馴染まないちょっとした困りごとや，
分野ごとの支援関係機関の連携が必要となるような複合的な課題が顕在化して
います。
　これらを解決するためには，高齢者等に対する見守りや支え合いなどの支援，
ひきこもりの方に対する状況に応じた支援や関係機関との連携，障がい者等の
地域生活への移行の促進を図るうえで，差別や誤解をなくすための啓発などが
大切になります。
　また，罪を犯した矯正施設退所者等が，再犯をせず地域社会の一員として生活
をしていくためには，従来より更生保護を担ってきた保護司をはじめとして地域
住民等が連携し，必要な支援につなげる仕組みづくりが大切になります。

　意識調査では，日常生活を営むうえで何らかの手助けが必要な方が増えてい
るとの回答が多い（Ｐ20︲ウ参照）ことがわかりますが，今後，地域では，公的
サービスに馴染まないような地域生活課題がさらに増加していくおそれがある
ことから，その対応に向けた施策に取り組みます。

○地域生活課題の把握等

　高齢者の孤立を防ぎ，支援が必要な方を早期に把握するため，地域包括支援
センターでは，高齢者宅を訪問し生活状況等の確認を行うとともに，地域住民
等の参画により地域ケア会議を開催し，高齢者やその家族に対する支援の充実
と，地域生活課題の把握等に取り組んでいます。
　また民生委員・児童委員や在宅福祉委員会についても，高齢者世帯等の見守り
や訪問安否確認を随時行っていることから，今後においても，支援の必要な人
や課題の早期発見に努めます。

Ⅵ　基本目標２　安心して暮らせる地域づくり

 現状と課題

 施策の方向性
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○障がい者への支援

　障がい者が自立した日常生活や社会生活を送るための中核機関として基幹相談
支援センターを，また各地域には相談支援事業所を設置し，地域の相談支援体制
強化に努めるほか，地域社会へのスムーズな移行を図るため，地域住民等
へ，障がいへの理解を深めるとともに差別の解消に向けた啓発活動に引き続き
取り組みます。

○再犯防止に向けた取組

　支援関係機関との連携を深めるとともに，民間の活動団体への財政的支援，
協力雇用主に対する入札における優遇措置の導入，社会を明るくする運動を
通じた市民への広報・啓発への協力などの支援を引き続き行います。
　また，必要に応じた福祉サービスの提供や自立相談支援事業（Ｐ47参照）に
よる支援など，矯正施設退所者等が地域社会において円滑な社会復帰を実現
するための支援を行っていきます。

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律
（障害者差別解消法）

再犯の防止等の推進に関する法律
（再犯防止推進法）

　障がいのある人もない人も，お互いにその人らしさを認め合いながら
共に生きる社会を目指すため，2016年（平成28年）４月に施行され，公共
機関や事業者の障がいを理由とする不当な差別的な取り扱いの禁止や
合理的配慮の提供を求める内容となっています。

　誰もが安全で安心して暮らせる社会を実現するため，犯罪を犯した者等
の円滑な社会復帰を促進すること等により再犯の防止につなげることが
重要なことから，2016年（平成28年）12月に施行され，国と地方公共団体
が連携し再犯の防止等に関する施策を総合的かつ計画的に推進する内容
となっています。
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　認知症高齢者等の増加や障がい者の地域生活への移行などの促進に伴い，判断
能力の不十分な方に対する日常生活の支援や権利の擁護，また虐待の防止など
を進めることが，誰もが安心して暮らせる地域社会につながります。

基本施策　２－２　権利擁護に対する支援�

　本市では，認知症や知的・精神障がいなどの理由による判断能力の不十分な
方を支援するため，成年後見制度における相談・支援のワンストップ窓口とし
て函館市成年後見センターを開設したほか，制度利用のための費用助成や市長
申立てなどを通じて制度の普及や利用促進を図ってきました。
　また，子どもを含めた虐待の防止については，函館市障がい者虐待防止
センター，函館市要保護児童対策地域協議会，函館市要援護高齢者・障がい者
対策協議会，函館市配偶者等からの暴力対策関係機関協議会および函館性暴力
被害防止対策協議会を設置し，関係機関との連携を強化しながら適切な対応に
努めてきました。
　近年，児童虐待の相談対応件数が増加していますが，この要因として市民意識
の向上や児童が同居する家庭におけるドメスティックバイオレンス（面前ＤＶ）
について，警察からの通告が増加したことなどが考えられています。
　このように様々な権利擁護の施策が取り組まれている中で，成年後見制度の
普及や利用促進については，意識調査の結果（Ｐ23︲カ参照）や，制度の利用
者数からもさらなる取組が必要な状況となっています。
　

　高齢者や障がい者および子どもの権利擁護を図るためには，虐待防止に関す
る啓発や成年後見制度の適切な活用などが必要なことから，その対応に向けた
施策に取り組みます。

○虐待の防止

　高齢者や障がい者および子どもに対する虐待防止の啓発，虐待の早期発見や
適切な保護・支援を行うための連携体制の強化に取り組みます。

Ⅵ　基本目標２　安心して暮らせる地域づくり

 現状と課題

 施策の方向性
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○成年後見制度の普及・啓発および利用促進

　本市における「成年後見制度利用促進基本計画」を策定し，成年後見センター
を中核機関として関係機関による連携体制を構築するなど体制強化を図りま
す。

【資料】函館家庭裁判所（2018年（平成30年）６月20日現在）
　　成年被後見人が実際に居住している場所（施設，病院等含
　む）を基準としているため，住民票上の住所とは一致しない。

　この項目を，成年後見制度の利用の促進に関する法律第14条に基づく，市町村
における「成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画」
（成年後見制度利用促進基本計画）として位置付け，以下の施策に取り組み
ます。

１　地域連携ネットワークの構築
　成年後見制度の利用が必要な方の状況に応じ，親族や法律・福祉・医療・
地域の関係者が連携して関わり，適切に必要な支援につなげるための仕組み
づくりが必要です。

函館市

350

北斗市

81
七飯町

50

八雲町

135

寿都町
14

黒松内町

11

その他市町

65

函館家庭裁判所における

成年後見制度利用者数（住所地別）
（人）

函館市

350

北斗市

81

八雲町

135

 函館市成年後見制度利用促進基本計画
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　そのため，地域連携ネットワークにおける個別の協力活動のほか，困難事例
に対応するためのケース会議の開催など，多職種が連携して個々の支援等に
関わる体制づくりをめざします。
（１）中核機関

　この基本計画において，函館市成年後見センターを地域連携ネットワーク
に必要な関係する団体等とのコーディネートを行う中核機関に位置付け
ます。

（２）地域連携ネットワークおよび中核機関の役割
　これらの機関は以下の５つの役割を担います。

２　市民後見人の育成・活動の推進
　身近な権利擁護支援の担い手として期待される市民後見人の育成に継続して
取り組み，その後の活動の支援および活用の推進を図ります。

３　函館市成年後見センターの機能強化
　権利擁護に関する相談・対応，成年後見制度の周知・啓発，申立てに係る
手続支援，親族後見人に対する相談支援，市民後見人の育成・支援を推進する
とともに，地域連携ネットワークの中核機関として関係団体等のコーディネー
ターの役割を担うなど，成年後見制度に関するワンストップ窓口としての
機能強化を図ります。

広　　報 　成年後見制度や権利擁護事業の普及・啓発を行います。制度の周知を
図ることで，適時・適切な支援につながることが期待できます。

相　　談
　専門職団体や地域包括支援センター，医療・介護関係者，障害者相談
支援事業所と連携し，制度に関する相談体制を整え，相談者の状況に
応じた必要な支援につなげます。

利用促進
　市民後見人の育成および受任調整や，その後の活動支援を行います。
また，必要に応じ適切な支援を行うための多職種連携の協議の場を調整
します。

後見人支援
　市民後見人や親族後見人からの相談に応じるとともに，専門的知見が
必要なケースについて専門職団体や関係機関を含めたケース会議の開催
などを行います。

不正防止 　後見人等に対する相談・支援体制を整えることで，後見人等の孤立化
や不正の発生を未然に防ぐ効果が期待されます。
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４　成年後見制度の利用支援
（１）市長申立て

　判断能力が十分でない方が後見人等が必要な状況にあるにもかかわら
ず，本人や親族等がともに申立てを行うことが難しい場合，調査のうえ
市長が家庭裁判所に成年後見人等の選任の申立てを行います。

（２）費用助成
　成年後見制度を利用した方で，その費用の負担が困難な方に対し，申立
費用や後見人等に対する報酬費用の助成を行います。

地域連携ネットワークのイメージ

家庭裁判所

社会福祉協議会

地域福祉関係団体

基幹相談支援センター

民生委員・児童委員

在宅福祉委員

地域関係団体等

地域包括支援センター

医療関係団体

弁護士会

司法書士会

社会福祉士会等

市

連携協議会

（中核機関：函館市成年後見センター）

委 託 連 携

本人

（認知症高齢者等）
後見人等

本人

（障がい者）
後見人等

○支援関係者

・介護サービス事業者

・医療機関

・ケアマネージャー 等

○支援関係者

・障がい者福祉サービス事

業所

・医療機関

・相談支援専門員 等

金融機関
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　誰もが住み慣れた地域で安心して暮らすためには，地域住民等，支援関係機関
および行政がそれぞれの役割を理解し連携を図りながら，福祉サービスを必要
とする方に適時・適切なサービスを提供できる環境を整備することが重要で
す。

基本施策　２－３　適切な福祉サービスの提供�

　地域には，何らかの福祉サービスを必要としながらも，社会的な孤立や情報
を得る手段を持たないことにより，サービスの利用ができない方がいます。
　このような方たちに必要な福祉サービスを提供するためには，地域住民等に
よる日頃からの見守りや支え合い，また社会福祉協議会，民生委員・児童委員
および地域包括支援センターなどによる早期支援のためのアウトリーチが重要
となるほか，福祉サービス利用者の権利や利益を擁護するための仕組みも必要
となります。

　必要があるにも関わらず，何らかの理由により福祉サービスが利用できない
方に対するサービスの提供，サービス利用者の権利等の擁護を図るための施策
に取り組みます。

○要支援者の早期発見・早期対応

　社会福祉協議会，民生委員・児童委員，障害者相談員および地域包括支援
センターなどの連携を通じて，福祉サービスを必要とする方の早期発見から
適切な対応につなげるよう引き続き努めるとともに，出前講座の実施，広報紙等
を活用した周知のほか，ボランティアの養成などにより，地域住民の意識の向上
を図ります。

○適切な福祉サービスの提供

　社会福祉施設等に対し指導監査を実施するとともに，苦情処理委員が公平な
第三者の立場で苦情を受け，解決を図る福祉サービス苦情処理制度を通じ
て，利用者の権利等の擁護や福祉サービスの質の向上を図ります。

Ⅵ　基本目標２　安心して暮らせる地域づくり

 施策の方向性

 現状と課題
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地域福祉推進におけるそれぞれの役割
　社会福祉法では，地域住民や社会福祉法人，社会福祉協議会，行政の
役割が明確にされ，それぞれが連携し地域福祉の推進を図ることとされ
ています。

○地域住民の役割

　すべての住民がお互いの多様性を認め合いながら，地域生活課題に対し
「我が事」として捉え，ボランティアや地域活動へ自らの意思で積極的に
参加し，地域福祉推進の担い手として活動することが期待されます。

○社会福祉法人の役割

　これまで培ったノウハウを活かして，地域福祉サービスの拠点として
の役割を果たすと同時に，事業継続に必要な額を上回る財産額を有する
場合は，社会福祉充実計画（※１）を策定し，地域の福祉ニーズ等を
踏まえつつ，蓄積された専門性や地域の関係者とのネットワークを活かし
ながら，社会福祉事業や地域公益事業（※２）などに，計画的かつ有効
に再配分することにより，積極的に地域に貢献していくことが期待され
ます。

○社会福祉協議会の役割

　地域福祉推進の中心的な役割を担っており，地域福祉活動への住民参加
の促進や活動支援，ボランティアや福祉人材の育成，団体等のネット
ワークの構築，地域生活課題の解決に向けた事業の実施など多岐にわた
る活動が期待されます。

○行政の役割

　行政は住民の福祉を最終的に担保する主体として，公的な福祉サービス
を適切に運営し，必要なサービスを住民に提供することや，住民や団体
の地域福祉活動を支援し，地域福祉を推進するための環境や基盤整備に
取り組みます。

※１　社会福祉充実計画とは
　社会福祉法人が保有する財産のうち，事業継続に必要な額を控除してもなお一定の
財産が生じる場合に，その財産（社会福祉充実財産）を明らかにした上で，これを財源
として，既存の社会福祉事業や公益事業の充実または新規事業の実施をするために，
社会福祉法人自らが策定する計画。

※２　地域公益事業とは
　「社会福祉充実財産」を活用して行う事業であって，公益事業のうち，日常生活
または社会生活上の支援を必要とする事業区域の住民に対し，無料または低額な料金
で，その需要に応じた福祉サービスを提供するもの。
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　近年，失業や疾病，ひきこもり，家族の介護などをきっかけに生活困窮に
陥る方が増加し，そのことにより自らの自信を失い，社会とのつながりも弱まり，
社会的な孤立につながる方も増えていることから，このような状況の方を支援
することが安心して暮らせる地域づくりにつながります。
 
基本施策　２－４　生活困窮世帯への支援�
　

　本市では，生活保護の受給者数が全国，全道を上回る数値で推移している
ことから，そこに至る前の段階からの支援が必要となっています。
　2015年（平成27年）４月に生活困窮者自立支援法が施行されたことに伴い，
本市では，経済的な困窮や社会的な孤立により，今後の生活に不安を感じる方
の相談窓口を設置し，生活保護に至る前の方々を対象に，庁内関係部局や関係
機関と連携し，経済的・社会的な自立に向けた支援を行っています。
　行政で把握が困難な対象者情報については，社会福祉協議会や民生委員・
児童委員等の地域ネットワークや地域によるインフォーマルな見守り活動等と
連携して早期把握に努める必要があります。
　また相談者は，失業や疾病，高齢，障がい，多重債務，ひきこもりなどの課題
を複合的に抱えている場合があるので多機関の連携による協力体制の構築が
より重要となっています。

◇自立支援事業の新規相談件数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

◇支援プラン作成件数                                     
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（件）

◇就職決定者数（プランを作成せず支援に関わった方を含む） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人）

Ⅵ　基本目標２　安心して暮らせる地域づくり

 現状と課題

年　度 2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

件　数 277 175 235

年　度 2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

件　数 30 27 37

年　度 2015年度
（平成27年度）

2016年度
（平成28年度）

2017年度
（平成29年度）

人　数 17 18 20
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　経済的な困窮や社会的な孤立など，生活困窮に陥る要因は様々であり，誰も
がそのような状況に陥る可能性があります。そのため，本市では引き続き関係
機関との連携を図りながら制度の適切な運営に努めます。

○生活困窮者自立支援法に基づく支援
　
　◇自立相談支援事業

　相談支援員が相談内容に基づき，問題点を整理しながら，どのような支援
が必要かを相談者と一緒に考え，具体的な支援プランを作成し，就労支援
や各種制度の活用について支援を行います。

 施策の方向性

相談の受付 世帯の生活状況や課題の分析 個別の支援プランを作成

支援決定・サービス提供

①住居確保給付金
②就労準備支援事業
③子どもの学習支援事業

複合的な課題は支援関係機
関との連携による支援

①住居確保給付金
　離職などにより住居を失った方，または失うおそれがある方を対象
として，就職活動を行うことや，収入および資産が一定基準未満である
ことを条件に，一定期間定められた金額以内で家賃相当額を支給しま
す。

②就労準備支援事業
　「働いたことがなく不安がある」，「他の人とのコミュニケーション
がうまくとれない」など，直ちに就労が困難な方を対象に，一般就労
に向けた基礎能力を養いながら就労に向けた支援や就労機会（体験）
の提供を行います。

③子どもの学習支援事業
　経済的な事情により塾などに通えない生活困窮者世帯の中学生を対象
に，高校受験のための進学支援や学校の勉強の復習，学び直しのため
の学習支援等を実施するとともに，授業日以外にも自習室を開放する
ことで，居場所としての機能も重視した支援を行います。
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　自殺を防止するためには，原因となる様々な問題が深刻化する前の早期発見
や早期支援が重要となりますが，そのために一人ひとりが生きがいと役割を実感
することができる地域づくりや，複合的課題にも対応できる地域ネットワーク
の構築が重要となります。

基本施策　２－５　自殺防止のための対策�

　全国における自殺者数は，2008年（平成20年）で約32︐000人，2016年（平成28年）
には約21︐000人と約35％減少しています。
　一方，本市の自殺者数については，増減はあるものの減少傾向にあり，2008年
（平成20年）の91人から2017年（平成29年）の47人と約半数になりましたが，人口
10万人あたりの自殺死亡率は，全国や北海道より高い数値で推移していること
から，決して楽観できる状況ではありません。

　自殺者数・自殺死亡率

【資料】函館市自殺対策行動計画

　自殺は，個人の自由な意思の選択の結果ではなく，その多くが様々な悩みに
より心理的に追い込まれた末の死であり，その多くは防ぐことができる社会的
な問題として認識する必要があります。
　そのため，2018年（平成30年）に本市では，これまでの自殺対策に関する取組
を継承しつつ，さらに推進するため，めざす姿や基本方針等を定めた函館市自殺
対策行動計画を策定し，自殺死亡率の減少という目標に向け，様々な施策に取り
組むこととしています。

Ⅵ　基本目標２　安心して暮らせる地域づくり

 現状と課題

 施策の方向性

区　分 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

函館市の自殺者数

男　性 68 60 59 41 48 39 44 40 33 33

女　性 23 24 18 31 23 17 31 18 12 14

合　計 91 84 77 72 71 56 75 58 45 47

自殺死亡率
（人口10万人あたり）

函館市 31.7 29.5 27.3 25.8 25.6 20.4 27.6 21.6 17.0 17.9

北海道 28.0 26.2 25.4 24.0 22.2 21.2 20.1 19.5 17.5 17.3

全　国 24.0 24.4 23.4 22.9 21.0 20.7 19.5 18.5 16.8 16.4
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○重点課題

①高齢者を対象とした，きめ細やかな自殺対策
②生活困窮者に対する生活支援の視点をもった自殺対策
③すべての人が働きやすい環境づくり

○本市の具体的な取組

①市民一人ひとりの気づきと見守りを促す
②自殺対策に係る人材の確保，養成および資質の向上を図る
③心の健康を支援する環境の整備と心の健康づくりを推進する
④適切な精神保健医療福祉サービスを受けられるようにする
⑤社会全体の自殺リスクを低下させる
⑥自殺未遂者の再度の自殺企図を防ぐ
⑦遺された人への支援を充実する
⑧民間団体との連携を強化する
⑨子ども・若者の自殺対策をさらに推進する
⑩勤務問題による自殺対策をさらに推進する

「函館市自殺対策行動計画」より引用


